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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期
第３四半期
累計期間

第19期
第３四半期
累計期間

第18期
第３四半期
会計期間

第19期
第３四半期
会計期間

第18期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（千円） 527,433 594,962 193,103 203,884 750,503

経常利益又は経常損失（△）（千

円）
△88,115 △25,720 △25,546 1,124 △95,925

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△88,539 △23,140 △31,060 2,153 △103,671

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
― ― ― ― ―

資本金（千円） ― ― 226,589 226,589 226,589

発行済株式総数（株） ― ― 13,327 13,327 13,327

純資産額（千円） ― ― 292,074 253,801 276,942

総資産額（千円） ― ― 411,113 500,967 427,928

１株当たり純資産額（円） ― ― 21,916.0219,044.1620,780.55

１株当たり四半期純利益又は四半

期（当期）純損失金額（△）

（円）

△8,924.95△1,736.39△2,379.16 161.60△9,617.88

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ― ― ―

１株当たり配当額（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率（％） ― ― 71.0 50.7 64.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△131,808△25,523 ― ― △101,600

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△128,176△91,308 ― ― △147,505

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
178,274 128,649 ― ― 178,273

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
― ― 72,531 95,227 83,410

従業員数（人） ― ― 12 20 12

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため記載しておりません。

４．第19期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第18期、第18期第３四半期累計（会計）期間および第19期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失が計上されてい

るため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 20 (13)　

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマーを含む。）は、当第３四半期会計期間の平

均人員を（ ）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入、受注および販売の状況】

（１）仕入実績

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

住宅ＦＣ事業 741 101.9

住宅資材販売事業 96,636 89.3

スポーツ事業 39,088 188.8

合計 136,465 105.3

　（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

（２）受注実績

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ウェブダイレクト事業 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

（３）販売実績

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

住宅ＦＣ事業 26,563 87.4

住宅資材販売事業 136,026 105.1

スポーツ事業 41,294 124.2

合計 203,884 105.6

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　当第３四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。なお、前第３四半期会計期間については、総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上

の販売先がないため、記載を省略しております。　

相手先

当第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

積水化成品工業株式会社 57,226 28.1

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

（１）前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更

　当第３四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動又は、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

（２）提出会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

　当社は、当第３四半期会計期間においては、経常利益１百万円、四半期純利益２百万円となり、通期業績の見通

しは営業利益、経常利益、当期純利益ともに黒字の見込みであるものの、当第３四半期累計期間も営業損失29百

万円、経常損失25百万円、四半期純損失23百万円、また前事業年度においても営業損失87百万円、経常損失95百万

円、当期純損失１億３百万円、営業キャッシュ・フロー１億１百万円のマイナスを計上し、４期以上連続して営

業損失、経常損失、当期純損失を計上しております。

　そのため、当該事象による継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が生じており

ます。

　当社は当該状況を解消するために、住宅フランチャイズシステムを抜本的に見直し、新しい加盟ロイヤリ

ティーモデルの確立を図ることで経営基盤・経営管理体制の一層の充実を進めることと致しました。引き続き、

当社の強みである高機能、高性能住宅の技術をもとに営業を推進し、生産管理体制の強化および販売管理費の徹

底削減を行っております。
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　また、大手メーカーの協力会社として、戸建住宅を対象とした外壁工事の積極的な受注活動を展開することで、

売上の拡大、収益力の向上に取り組んでおります。

　一方、フットサル施設の運営につきましては、既存の３店舗（フットサルポイントＳＡＬＵ川口、フットサルポ

イントＪ－Ｆｏｏｔ浦和美園、フットサルポイントＳＡＬＵつかしん）に加えて、第２四半期から４店舗目とな

る「マリノスフットボールパーク東山田」が開始しましたが、地元に密接に根付いた営業活動がまだ達成でき

ていない状況にあります。

　今後は、フットサルイベントの開催、プロ選手等によるフットサルスクールなどを積極的に行い、一層の収益面

での向上をはかることで、その解消または改善に向けた方策を実施してまいります。

　したがって、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものです。
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

　当第３四半期会計期間における我が国経済は、新興国を中心とした輸出の回復及び政府の景気刺激策の効果等も

あり、企業業績の回復の兆しが見られるものの、引き続き雇用情勢は悪化しており、円高及びデフレによる景気の下

振れ懸念等、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。　 

　住宅関連業界におきましては、低金利の継続、政府の経済対策による住宅ローン減税の効果、住宅版エコポイント

制度などの効果もあり、新設住宅着工戸数に回復の兆しがあるものの、雇用・所得環境の低迷により、市況の本格的

な改善には至りませんでした。

　こうした経済環境下、当社が提供する完全外断熱工法による高気密住宅は、耐久性、安全性、快適性、健康への配慮、

住み心地といった住宅に求められる基本性能が極めて高く、住宅性能にこだわりを持たれる方々からの広い支持を

得てまいりました。

　この高性能住宅を中心としたフランチャイズ展開に加え、今後需要拡大が見込まれるエコ関連商品「外断熱＋太

陽光発電＋オール電化」を拡充し、競争力強化に取り組んでまいりました。また、リフォーム関連の位置づけとして

は大手メーカーの協力会社として、戸建住宅を対象とした外壁工事の積極的な受注活動を展開してまいりました。

　しかしながら、現在の雇用・所得環境の低迷により住宅購入および取替え需要などが低水準にあり、当社にとって

は厳しい環境で推移いたしました。

　一方で、フットサル施設の運営につきましては、既存の３店舗（フットサルポイントＳＡＬＵ川口、フットサルポ

イントＪ－Ｆｏｏｔ浦和美園、フットサルポイントＳＡＬＵつかしん）に加えて、４店舗目となる「マリノスフッ

トボールパーク東山田」が開始しましたが、地元に密接に根付いた営業活動がまだ達成できておらず、売上に大き

く貢献することはありませんでした。

　上記の結果、当第３四半期累計期間の売上高５億94百万円（前年同期は５億27百万円）、営業損失29百万円（前年

同期は77百万円の営業損失）、経常損失25百万円（前年同期は88百万円の経常損失）、四半期純損失23百万円（前

年同期は88百万円の四半期純損失）となりました。 

　なお、当第３四半期会計期間における業績につきましては、経常利益１百万円、四半期純利益２百万円となりまし

た。ＦＣ加盟店の増加、太陽光発電、オール電化などエコ関連商品の拡充、また戸建住宅を対象とした外壁工事の積

極的な受注活動を行ったことなどで収益が確保できたこと、一方で経営合理化の実行による固定経費の削減が寄与

したことなどにより、８月以降は単月黒字となる収益構造を創り上げることができました。

　引き続き、今期通期計画においては全社一丸となって営業黒字に努めてまいります。

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に比べ

て25百万円増加し95百万円となりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動により資金は６百万円の支出となりました。主な増加要因としては、減価償却費の発生８百万円、未収

消費税の減少１百万円などが挙げられます。一方、主な減少要因としては売上債権の増加17百万円、その他の流動

資産の増加３百万円などが挙げられます。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動により資金は31百万円の収入となりました。これは、有形固定資産の取得による支出６百万円、短期貸

付金の減少40百万円などが挙げられます。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動により資金は１百万円の収入となりました。これは、長期借入による収入18百万円、長期借入金の返済

による支出16百万円などが挙げられます。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。　

（４）研究開発活動

　  当第３四半期会計期間において行った、研究開発活動はありません。　

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　　

　当社では、団塊ジュニアや建て替え層といった今後の需要を支える中心層に対し、様々な諸施策を実施してまい

りました。その中でも、当社がこれまで取り組んでまいりました新商品群のリリースが需要の喚起と、契約率の

アップに大きく寄与するものと期待しております。

　また、外断熱関連商品を開発・製造する新事業も業績に貢献してくるものと考えております。

　一方で非効率部門の縮小、撤退など社内合理化によるコスト削減を図るとともに経営資源の重点施策への配分

を一段と進めることにより、生産性の向上と収益の改善に努め、全社一丸となって経営目標の達成に邁進する所

存であります。
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（６）重要事象等の対応策について

　当社は、当第３四半期会計期間においては、経常利益１百万円、四半期純利益２百万円となり、通期業績の見通し

は営業利益、経常利益、当期純利益ともに黒字の見込みであるものの、当第３四半期累計期間も営業損失29百万

円、経常損失25百万円、四半期純損失23百万円、また前事業年度においても営業損失87百万円、経常損失95百万円、

当期純損失１億３百万円、営業キャッシュ・フロー１億１百万円のマイナスを計上し、４期以上連続して営業損

失、経常損失、当期純損失を計上しております。

　そのため、当該事象による継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が生じており

ます。

　当社は当該状況を解消するために、住宅フランチャイズシステムを抜本的に見直し、新しい加盟ロイヤリティー

モデルの確立を図ることで経営基盤・経営管理体制の一層の充実を進めることと致しました。引き続き、当社の

強みである高機能、高性能住宅の技術をもとに営業を推進し、生産管理体制の強化および販売管理費の徹底削減

を行っております。

　また、大手メーカーの協力会社として、戸建住宅を対象とした外壁工事の積極的な受注活動を展開することで、

売上の拡大、収益力の向上に取り組んでおります。

　一方、フットサル施設の運営につきましては、既存の３店舗（フットサルポイントＳＡＬＵ川口、フットサルポ

イントＪ－Ｆｏｏｔ浦和美園、フットサルポイントＳＡＬＵつかしん）に加えて、第２四半期から４店舗目とな

る「マリノスフットボールパーク東山田」が開始しましたが、地元に密接に根付いた営業活動がまだ達成できて

いない状況にあります。

　今後は、フットサルイベントの開催、プロ選手等によるフットサルスクールなどを積極的に行い、一層の収益面

での向上をはかることで、その解消または改善に向けた方策を実施してまいります。

　したがって、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものです。　
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

（２）設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,192

計 33,192

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,327 13,327

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

―

計 13,327 13,327 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれていません。なお、当社は単元株制度を採用しておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年3月29日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年9月30日）

新株予約権の数（個） 320

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 320

新株予約権の行使時の払込金額（円） 222,000

新株予約権の行使期間
自　平成21年4月１日

至　平成24年3月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　 222,000

資本組入額　 111,000

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者が、権利行使時において

も、当社の取締役および従業員ならびに当社子会社の取

締役および従業員の地位にあることを要する。

②対象者が死亡した場合は、相続人による新株予約権の行

使は認めない。

③新株予約権の質入、その他の処分は認めない。

④各新株予約権の一部行使はできない。

⑤上記のほか、権利行使の条件については、第14回定時株

主総会および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権割当

に関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日

～平成22年９月30日
－ 13,327 － 226,589 － 190,484
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（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成22年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式13,327 13,327

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数  13,327 ― ―

総株主の議決権 ― 13,327 ―

 

②【自己株式等】

平成22年９月30日現在 

 所有者の氏名又

は名称
 所有者の住所

 自己名義所有株

式数（株）

 他人名義所有株

式数（株）

 所有株式数の合

計（株）

 発行済株式総数

に対する所有株式

数の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 30,80025,00031,50040,70037,50032,00032,10030,50026,400

最低（円） 20,00020,00022,50025,30028,00027,01026,00025,00021,700

　（注）最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、それ以前

はジャスダック証券取引所におけるものであります。　
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日
非常勤監査役 － 堺屋　武 平成22年７月６日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成

21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間

（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９

月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財

務諸表並びに当第３四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間

（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、才和有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

四半期報告書

13/25



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 95,227 83,410

受取手形及び売掛金 91,094 90,046

商品 52,622 55,771

その他 44,598 31,156

貸倒引当金 △10,600 △8,140

流動資産合計 272,942 252,245

固定資産

有形固定資産

構築物（純額） 85,071 46,833

その他（純額） 36,001 28,432

有形固定資産合計 ※1
 121,072

※1
 75,265

無形固定資産 27,716 31,306

投資その他の資産

敷金及び保証金 53,021 44,307

長期貸付金 21,324 21,702

破産更生債権等 33,199 35,430

その他 1,248 －

貸倒引当金 △29,558 △32,330

投資その他の資産合計 79,235 69,109

固定資産合計 228,024 175,682

資産合計 500,967 427,928

負債の部

流動負債

買掛金 50,325 73,407

短期借入金 28,038 －

未払法人税等 409 1,398

その他 30,441 30,318

流動負債合計 109,214 105,124

固定負債

長期借入金 100,612 －

長期未払金 5,639 9,161

長期預り保証金 31,700 36,700

固定負債合計 137,951 45,861

負債合計 247,166 150,985

純資産の部

株主資本

資本金 226,589 226,589

資本剰余金 190,484 190,484

利益剰余金 △163,272 △140,131

株主資本合計 253,801 276,942

純資産合計 253,801 276,942

負債純資産合計 500,967 427,928

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

四半期報告書

14/25



（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 527,433 594,962

売上原価 371,258 430,412

売上総利益 156,175 164,550

販売費及び一般管理費 ※1
 233,919

※1
 194,256

営業損失（△） △77,744 △29,706

営業外収益

受取利息 178 524

受取手数料 398 3,409

その他 766 1,171

営業外収益合計 1,343 5,105

営業外費用

支払利息 － 838

株式交付費 11,714 －

その他 － 280

営業外費用合計 11,714 1,118

経常損失（△） △88,115 △25,720

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,197 2,792

特別利益合計 5,197 2,792

特別損失

固定資産除却損 1,553 －

事務所移転費用 3,850 －

特別損失合計 5,403 －

税引前四半期純損失（△） △88,321 △22,927

法人税、住民税及び事業税 217 212

法人税等合計 217 212

四半期純損失（△） △88,539 △23,140
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 193,103 203,884

売上原価 144,243 138,377

売上総利益 48,859 65,506

販売費及び一般管理費 ※1
 75,346

※1
 65,532

営業損失（△） △26,486 △25

営業外収益

受取利息 177 173

受取手数料 － 1,282

その他 762 266

営業外収益合計 940 1,721

営業外費用

支払利息 － 504

その他 － 66

営業外費用合計 － 571

経常利益又は経常損失（△） △25,546 1,124

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 1,101

特別利益合計 － 1,101

特別損失

固定資産除却損 1,553 －

事務所移転費用 3,850 －

貸倒引当金繰入額 37 －

特別損失合計 5,441 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △30,988 2,226

法人税、住民税及び事業税 72 72

法人税等合計 72 72

四半期純利益又は四半期純損失（△） △31,060 2,153
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △88,321 △22,927

減価償却費 4,435 19,275

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,344 △312

移転費用の支払額 3,850 －

固定資産除却損 1,553 －

受取利息及び受取配当金 △0 △524

支払利息 － 838

売上債権の増減額（△は増加） 49,034 △5,456

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,982 3,149

その他の流動資産の増減額（△は増加） △41,550 △5,955

仕入債務の増減額（△は減少） △75,338 △6,081

その他の流動負債の増減額（△は減少） 23,828 △1,104

未収消費税等の増減額（△は増加） △3,251 1,841

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,213 851

長期預り金保証金の増減額（△は減少） △6,000 △5,000

長期未払金の増減額（△は減少） － △3,296

その他 672 △123

小計 △131,664 △24,826

利息及び配当金の受取額 0 119

利息の支払額 － △676

法人税等の支払額 △145 △140

営業活動によるキャッシュ・フロー △131,808 △25,523

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △67,257 △57,145

無形固定資産の取得による支出 － △620

短期貸付金の純増減額（△は増加） － △24,828

貸付けによる支出 △25,000 －

貸付金の回収による収入 546 －

敷金及び保証金の差入による支出 △36,465 △8,714

投資活動によるキャッシュ・フロー △128,176 △91,308

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 148,000

長期借入金の返済による支出 － △19,350

株式の発行による収入 190,000 －

株式の発行による支出 △11,714 －

配当金の支払額 △11 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 178,274 128,649

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,711 11,816

現金及び現金同等物の期首残高 154,242 83,410

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 72,531

※1
 95,227
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 （完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準につきましては、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適

用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期会計期間

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短

期のものを除く。）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用することと

しております。

　なお、当第３四半期会計期間末においては工事進行基準を適用している工

事がないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利

益への影響はありません。 

２．表示方法の変更 （四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

投資活動によるキャッシュ・フロー

　前第３四半期累計期間において、「貸付けによる支出」及び「貸付金の回

収による収入」として短期貸付金と長期貸付金の合計額を総額表示してお

りましたが、当第３四半期累計期間では、キャッシュ・フローの状況をより

明確に表示するため、短期貸付金については、「短期貸付金の純増減額（△

は増加）」として純額表示し、長期貸付金については、総額表示する方法に

変更しております。

　なお、当第３四半期累計期間において従来どおり短期貸付金と長期貸付金

の合計額を総額表示した場合の「貸付けによる支出」は△113百万円、「貸

付金の回収による収入」は88百万円であります。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

たな卸資産の評価方法 　　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成21年12月31日）

※１　固定資産の減価償却累計額 ※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 53,379千円 有形固定資産の減価償却累計額 38,119千円

　

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　　次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　　次のとおりであります。

給料 81,345千円 給料 56,689千円

支払手数料 46,033千円

　　

支払手数料 41,382千円

　　

　

前第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　　次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　　次のとおりであります。

給料 23,415千円 給料 16,864千円

支払手数料 18,026千円 支払手数料 15,487千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日）

現金及び預金勘定　 72,531千円

現金及び現金同等物　 72,531千円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日）

現金及び預金勘定　 95,227千円

現金及び現金同等物　 95,227千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 　普通株式　13,327株

２．自己株式の種類及び株式数

 　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

 　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　 該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　当社は、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係）

 　当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

  

（持分法損益等）

　当社は関連会社が存在しないため、該当事項はありません。  

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 19,044.16円 １株当たり純資産額 20,780.55円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 8,924.95円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

潜在株式調整後1

株当たり四半期純利

益金額については、

潜在株式は存在する

ものの1株当たり四

半期純損失であるた

め記載しておりませ

ん。 

 

１株当たり四半期純損失金額 1,736.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

潜在株式調整後1

株当たり四半期純利

益金額については、

潜在株式は存在する

ものの1株当たり四

半期純損失であるた

め記載しておりませ

ん。 

 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（千円） 88,539 23,140

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―     ―

普通株式に係る四半期純損失（千円） 88,539 23,140

期中平均株式数（株） 9,920 13,327

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

― ―
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前第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 2,379.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

潜在株式調整後１

株当たり四半期純利

益金額については、

潜在株式は存在する

ものの1株当たり四

半期純損失であるた

め記載しておりませ

ん。 

 

１株当たり四半期純利益金額 161.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

潜在株式調整後１

株当たり四半期純利

益金額については、

潜在株式は存在する

ものの希薄化効果を

有している潜在株式

が存在しないため記

載しておりません。

 

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額　
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △31,060 2,153

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―     ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△31,060 2,153

期中平均株式数（株） 13,055 13,327

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

― ―

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年10月28日

株式会社ジェイホーム

取締役会　御中

才和有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 原　　健人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 田中　伸一　　印

　 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェイ

ホームの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第18期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェイホームの平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する

第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上　　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月８日

株式会社ジェイホーム

取締役会　御中

才和有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 原　　健人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 田中　伸一　　印

　 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェイ

ホームの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第19期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェイホームの平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する

第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上　　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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